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２Ｂ２１  

日本のイノベーション・システムの展望   

－デ ジタ ル 変革 （ D X） が与 え る 影響 を中 心 に－  
 

○ 高 橋  浩 （ B - f r o n t i e r 研 究 所 ）  

 

１１．．ははじじめめにに   
 最近は「新型コロナウイルス感染拡大の影響で世界

経済は危機的状況に晒されている」が枕詞である。た

だ、日本の場合、経済は 2018 年 11 月から、「景気後
退局面」に入っていた。そして、この景気後退局面入

りしていた中に、コロナ感染による悪影響が加わった

と捉えるべきである。従って、今回の景気後退は、格

段に長期化・深刻化する可能性が高いと考えられる。

因みに、IMF も 2020 年 6 月発表の改訂世界経済見通
しで、新型コロナウイルス感染拡大により、「世界経済

は『大封鎖』に陥り、1929 年に発生した大恐慌以来最
悪の景気後退を経験する」と発表している[1]。 
同じ IMF 発表で、日本の 2020 年の成長率は▲5.8％

と予測され、リーマンショック後の 2009 年（▲ 
5.4 ％）を上回るマイナス成長に陥るとされている。
結局、世界経済は大恐慌以来の景気後退に陥ったとみ

られ、これを回避することはかなり難しいようだ。 
このような状況の本質的リスクは何だろうか？それ

は、社会の基礎である人的資本が棄損し、その結果で

の労働生産性低下などを通じて、日本経済はまたもや

デフレに逆戻りして長期的潜在成長率低下をもたらす

ことであろう。本稿は、ホットイシュー「日本のイノ

ベーション・システムを展望する」が提起する日本の

イノベーション・システムの課題は、この

ような視点から考察するのが基本的視点

と解釈して以下を論述する。 
最近の一連のコロナ禍に対する日本の

対策で顕著に浮かび上がったのは日本の

IT 水準の低さであった（例えば、[2]）。
国民に 10万円を支給する特別定額給付金
支給の大混乱はアナログ行政の惨状を露

呈し、先進国としては恥ずべきレベルであ

った。コロナ以前からデジタル変革は盛ん

に叫ばれていたが、まだまだ充分でなかっ

たと言うことである。今度こそデジタル化

に本腰をいれる機会とし、結果的に行政効

率化だけでなく産業全般の生産性向上を

図ることによって、少しでも潜在成長率低下を食い止

めることがイノベーション・システムの喫緊の課題と

考えられる。 
但し、思い起こせば、今回がデジタル化遅延の最初

の機会ではない。今回は過去の経験も活かした上で、

同じ轍を踏まないデジタル化推進が必要である。その

意味では、歴史的経緯も含めた検討が必要である。ま

た、デジタル化だけでは賃金上昇を伴う好循環型成長

戦略に必ずしも結びつかないのは他国の先例が示して

いる。本稿はこのような視点で検討を行う。 
 

２２..「「失失わわれれたた 2200 年年」」はは何何故故発発生生ししたたかか？？      

 1980 年代まで、日本の GDP 比 IT 投資額は米国と
さほど差がなかった。それが急に差がつきだしたのは

1995 年頃を境にしてである。英米では 1995 年頃から
2000 年頃にかけて急激に IT 投資が拡大する時期があ
った。日本はこの時期に差がついて以来、現在まで低

迷したままである。 
この相違が発生した機構を述べるために、M.G. 

Jacobides が提唱した“産業アーキテクチャ”を使う

（[3],図 1）。詳細は割愛するが、縦軸は M&A、知財戦
略などを駆使した経営戦略の軸、横軸はオープンイノ

ベーション、アウトソーシングなどの業態変容の軸で、

図１．産業アーキテクチャによるイノベーション 
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図２．日米の IT活用形態の比較概念図 
米国はこの時期、産業の軸足を明確に IT 産業に移し、
上述の両軸で果敢な取組みを行い図 1 のⅠ,Ⅱ,Ⅳ象限
で有名な成功企業を輩出させた。その結果、高い IT投
資水準を実現したことが広範な産業で生産性上昇をも

たらし、米国の経済再生に大きく貢献した。一方、日

本は両軸の取組みとも低調でⅢ象限に留まった。 
何故このような相違が生じたかを概念的に図２に示

す。基本的なビジネス環境の認識についてだが、環境

変化が従来からの緩やかな変化の延長線上にあると思

えば、企業は、いま使える資源を最大限に使うための

戦略を立てれば良い。しかし激しく変動する環境に成

ると思えば、短期的利潤最大化よりは、急速な環境変

化に対応する能力を磨く方が重要になる。  
IT革命期のその後を決定づける時期に、日本は「既

存コアの洗練」に拘り、米国は「新時代の変化への対

応」を優先した。これ以降、日本は産業間成長バラン

スを著しく崩し、IT を活用した適切なビジネスモデル
創造を達成出来ず、産業構造のスムーズな転換に失敗

した。その要因として、特に IT 投資面を重視
して考えると、日本は一貫して受注ソフトに著

しく依存したことがある。この傾向は現在も続

いており、この延長で“2025 年の崖”問題も

生み出している。 
一方、米国は受注ソフト、パッケージ、自社

開発ソフト間のバランスが良く、当時からほぼ

一貫して均衡を維持している。そして、2003
年頃以降はこの傾向を維持しつつ 3分野ともに
拡大を達成した。この相違が、企業が具体的に

自らの経営課題に IT を活用して取組む際、極
めて大きな相違を生んだと考えている[4]（図２
参照）。米国では 1990 年代から始まった一連の
ビジネス環境の変化に対応する「受注ソフト、

パッケージ、自社開発ソフトの同時並行増

加により市場変化に対応する新たな IT活
用能力の獲得」に成功した[4]。これは単
に新技術の導入という側面だけでは捉え

られない。図１の 2 軸で示したような経
営戦略における英断、一時はリスクを伴う

業態変容（パッケージ導入、オープンソー

ス利用など）を必要とする。このような変

革は無傷では済まず、大変厳しい組織変革、

意識変革を伴う。 
 ここまでの変化を歴史的にステップ分

けすれば、次のように成る。 
・ステップ１：自社開発ソフト、受注ソフ

トが未分化（パッケージは登場せず） 
・ステップ２：自社開発ソフト、受注ソフトが分離し、

それぞれが自身の効率化のため外部資産としてのパ

ッケージを利用開始 
・ステップ３：自社開発ソフト、受注ソフト、パッケ

ージ間のインタフェースが整備され、相互に最適な

組合せで利用する形態に移行 
 このような変化は大変目まぐるしく、これらを主導、

先行ないし新たな担い手を作ることは技術面以外のイ

ニシアティブが極めて重要になる。日本の今後のイノ

ベーション・システムを展望するためにも、このよう

な環境を主導する要因の根本理解が欠かせない。本稿

は組織文化にその淵源を探る。 
 

３３．．根根本本原原因因はは組組織織文文化化かか？？    

  日米 IT 投資行動の大きな相違は組織文化の側面が
大きかったと考えている。図１縦軸の M&A、知財戦略
や横軸のオープンイノベーション、アウトソーシング

などは技術面以外の人文/社会的側面が圧倒的に強い。 

 図３．組織文化モデルの一般形の説明図 
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現在、デジタル変革（DX）が世界的に叫ばれている
が、それらに関係する論文から、上記に関係する組織

文化モデル、変化曲線モデルを紹介する。 
組織文化モデルは「無意識に活動する組織メンバー

が共有している、より深いレベルの基本的仮定と信念

で、基本的に保証された方法で組織自身と環境に対応

する組織の見方」と定義されるもので、文化的現象を

観察者に見える程度に応じて３つのレベルに分解して

いるのが基本アイディアである[5]。３レベルは次のも
のである（図３参照）。 
①レベル１：アーティファクト 
②レベル２：指示される信念と価値 
③レベル３：根本的な仮定定  
組織文化とはこの組織文化モデルで捉えられるよう

な複雑なもので、その移行では、大変大きな変化が発

生することが知られている。その状況を示す例として

変化曲線モデルがある[6]。これは、何事かの変化が発 

図４．様々な段階を示す変化曲線モデルの例 
生し、組織が変化して行く過程で、間違いなく組織メ

ンバーは拒否、怒り、悲しみなどの状態が発生する。

このような時に、メンバーのニーズにどのように対応

できるかを考えるためのものである。 
前提として、一部のメンバーは必ず彼らの

古い習慣、信念、価値観、および行動を保護

することを望むものであるとされる。このよ

うな時、マネージャーは自分が変化曲線のど

のポイントに居るのかを発見し、そうするこ

とで組織メンバーを理解し、サポートする能

力を向上させることができる。このような

様々な段階を示す変化曲線の例を図４に示

す。  
日本が IT 活用遅延に陥った根本原因は、

本来は図１の両軸の手段を従業員の反対も

乗り越えて実施すべき時が数多あったと思

われるが、日本はモノ造りや既存ビジネスに拘る志向

が強すぎたこともあり、“産業アーキテクチャ”が示

唆する IT 活用の新たな駆動力を活用できずに矮小化
してしまった。そして、従業員の反発への懸念から IT
活用の範囲を作業効率化に限定し、敢えて経営課題に

挑戦する先進的イノベーションの気風を停滞させてし

まった。このように考えられるならば、今回はその反

省に立って、組織文化モデル、変化曲線モデルが示唆

する側面も充分に考慮した取組みが必要だということ

に成る。 
 

４４．．エエココシシスステテムム型型価価値値生生成成シシスステテムム  

 現在のビジネス環境は IT 革命時代とは様変わりし

ている。次世代の目標はエコシステムである。エコシ

ステムの他組織との大きな違いは、典型例である 

Android 携帯エコシステムを見れば分かる。この世界
での最終顧客は、どのアプリかを選択して購入し、ど

のプロバイダから購入するかを決定すること

ができる。エコシステムでは、最終顧客は各パ

ートナーから提供されたコンポーネント（また

はオファリング要素）を選択でき、場合によっ

てはそれらを組み合わせる方法も選択できる。 

最近、ビジネスエコシステム、イノベーショ

ンエコシステム、プラットフォームエコシステ

ムなどの呼称で種々の検討が行われてきたが、

“産業アーキテクチャ論”の M.G.Jacobides
が、今までの取組みの共通合意に基づく新エコ

システム論を展開している[7]（図５参照）。 

本理論ではエコシステムの共通合意を「異なる

産業に属し、契約上の取り決めに拘束される必要はな

いが、それでもかなりの相互依存性を持つ、補完的な

イノベーション、製品、またはサービスの提供者を必

要とする」と定義している。 

新たなエコシステムの駆動力は、提携、サプライチ 

図５．産業アーキテクチャのエコシステムへの発展 
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図６．エコシステムの他組織との異なる構造 

ェーン、市場ベースの相互作用とは異なる企業間協調

問題に対する明確なソリューションとなっている。そ

して、モジュール性を通じて独立しているものの、そ

の一方、相互依存している企業間の調整を許容する性

格も保有している（図６参照）。 

 このような、最近、熱心に取組まれてきたビジネス

エコシステム、イノベーションエコシステム、プラッ

トフォームエコシステムの集大成の結果、最近拡大し

ている「契約上の取り決めに拘束されないが、かなり

の相互依存性を持つ補完的領域」のイノベーション、

製品、サービスがクローズアップされてきている。こ

のような構造や特性は柔軟でスピーディな価値生成を

実現し新たな世界へのキャッチアップを実現するもの

の、その担い手の組織や従業員には従来とは異なる新

たな組織変革や意識変革を強要している。 
 

５５．．ここれれかかららのの賢賢明明なな取取組組みみととはは？？ 
最近のテスラの躍進は、カリスマリーダーに率いら

れた先進的企業文化を持つということだけでなく、デ

ジタル化を一段と推し進め、自動車企業から総合エネ

ルギーテック企業へ進化しているからかもしれない。 
時代は進んでおり、「失われた 20 年」を繰り返さな

いための新機軸の変革では、組織文化変革が重要にな

るのは明確だが、次世代パラダイムは新型エコシステ

ムのように構造を一変させている。組織変革の取組み

でも方向性はかなりの変更が必要になる。 
暫定的指針としては次のようなことが考えられる。 

・新たな組織文化構築に向けてはかなり高い志を持つ

ことが要求されるし、新たなリーダーシップ能力を持

つことが必要になる。 
・非常にデリケートな組織変革管理が長期的に必要に

なり、目標到達までの長い柔軟な適応が求められる。 

・その中で、デジタル化とともに成長戦略を

両立させるには自立性が特に重要であろう。

それには、自社開発ソフトを増やし、そうす

ることで、新ビジネスモデル構築などの経験

を基本的に自社内組織に蓄積することが求

められる。 
・また、基本的に顧客指向パラダイムに移行

するので、パイプライン思考からプラットフ

ォーム思考への移行に伴う組織変革、意識変

革へ挑戦することが必要である。 
・これらの活動を支える基本の働く人々の平

均スキルを向上させるためには無形資産へ

の投資が必須要件である。 
まとめ的に言えば、既存縦割り構造から脱

却し、各種の緊張場面にも耐え、世の中の変化にリア

ルタイムに対応する能力を確保し、オープンマインド

でリスクを取れる社会文化的変革を成し遂げることが

必要になると考えられる。 
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